
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [142,476円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [93.2]
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [10.95人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [13.9%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [608,689円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

飯島町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数　　　　　　　　　 ⇒昨年とほぼ同値だが税収見通しは逓減傾向であり、自主財源の確保
　　　　　　　　　　　　　　　　 　  と歳出抑制は継続課題
経常収支比率                  ⇒人件費、扶助費が増加する中では一層の削減を通じて改善を図る。
人件費・物件費等の適正度⇒人件費はほぼ平均値となった。１８年度からは職員給与の削減を行っ
                                        ている。
給与水準の適正度　　　　　　　今後もラスパイレス指数とともに適正な給与管理・定員管理によって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 引き続き抑制する。
将来負担の健全度           ⇒地方債残高は大型事業の償還が始まったために悪化した。平成１８
                                        年度にピークを迎えその後は減少に転じるものの今後は地方債事業
                                        を厳選し総額を抑制する。
公債費負担の健全度　      ⇒ほぼ平均値となったが将来事業を厳選し起債に依存しない財政運営
                                        に努める

定員管理の適正度           ⇒適正な給与管理と定員管理によってさらにコスト減を目指したい。具体
                                        的には平成２７年度までに、平成１６年度の職員数の２６％を計画的に
                                        削減し職員１００名体制を確立する。


